
項目名

■ □ □

実績

評価者

　文書行政課長　菅原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

　文書行政課長　菅原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

総務課長　　磯　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有

無

有益
な
もの

無

無

計画完成

期間 1.21 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H28年度～H30年度 10,267千円 臨時職員 0.60 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

9,004千円 臨時職員 0.00 人
①４回

②３回

③３回

H29年度目標 H29実績
複雑化する昨今の地域課題に対応してい
くために、各目標間の連携を重視し、横断
的に取り組みを進める必要があることか
ら、これらの課題に対応することが可能と
なる総合計画を作成していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

現行の第5次所沢市総合計画後期基本計画の計画
期間が平成30年度をもって終了することから、平成
30年第3回定例市議会への提案を目途として、平成
31年度以降の基本構想及び基本計画を策定するも
のである。

1.05 人
非常勤
特別職

策定体制の構築 策定体制の構築

目標達成済素案作成 素案作成

6,888千円 6,277千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,887千円 1,684千円 ①所沢市総合計画審議会の開
催回数

②「絆」ミーティングの開催回数

③市民説明会の開催回数

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

素案を作成し、パブリックコメント手
続や市民説明会を実施したことに
より、幅広い市民意見をもらうこと
ができた。

H29年度に改善した点

第６次所沢市総合計画基本構想・前期基本計画
の策定

各年度により目標が異なるため、指標項目は定
性的なものとする。
各年度において進捗を目標として設定し、平成３
０年度９月議会において総合計画基本構想・前期
基本計画を提案する

　第６次所沢市総合計画市民検討会議委
員や審議会委員における「市民その他の
市長が必要と認めた者」について、無作為
抽出による公募を採用し、幅広い年齢層
の様々な視点から意見をもらうことができ
た。H28年度目標

H29決算額（見込み）

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

第６次所沢市総合計
画策定事業

根拠法令 H29予算現額

所沢市自治基本条例

1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H8年度～ 11,624千円 臨時職員 0.00 人 139kL

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

9,690千円 臨時職員 0.00 人
① 12,289千円

② 49,065千円

③   6,482千円

H29年度目標 H29実績 今後も利用者の安全確保や上下水道事業に
関するサービスを提供するため、基幹設備の
更新が必要となるが、できる限り事業費の平準
化を進めていく。
また、庁舎内における節電について、庁内各課
に推進することとし、より一層節電対策に取り
組む。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

上下水道局庁舎において、利用者の安全確保と行
政サービスの提供に支障が出ないよう管理すること
を目的とする。主な事業内容として、庁舎警備業務・
庁舎電気機械冷暖房等空調設備保守運転管理業
務・庁舎清掃業務を総合管理として業務委託を行
い、庁舎の維持管理を行っている。

1.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 139kL 120ｋL

目標達成済139kL 136ｋL

H29決算額（見込み）

所沢市上下水道局庁舎管理規程 72,666千円 67,836千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 73,626千円 64,296千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

空調の温度設定を、冷房28℃以
上、暖房を20℃以下にするなど、適
切な運転管理を行った結果、目標
を達成することができた。

H29年度に改善した点

①光熱費
　（庁舎の電気・ガス料金）
②委託料（庁舎に係る委託料）
③修繕費
　（庁舎に係る修繕費等）

エネルギー使用量（原油換算）の増加抑制

庁舎におけるエネルギー使用量において、水道
事業と下水道事業との組織統合のあった平成25
年度実績を基準とし、これを超えないよう維持・削
減を目標とする。（平成25年実績139ｋL）

洋式トイレへの改修を行い、利用者の利
便性向上に努めた。

H28年度目標 H28実績
上下
水道
局総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H28予算現額

庁舎維持管理事業

根拠法令 H29予算現額

期間

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

Ａ

目標設定の考え方・根拠

8,867千円11,497千円

1,448千円2,021千円

1年間、集中文書庫の温度・湿度の計測を
行った上で、除湿器の交換修繕による性
能の向上を踏まえ、設置台数を2台減らす
ことが可能となり、コストを下げることがで
きた。

本事業においては、公文書の適正な管理を図る
ことを目的として、老朽化した電動書架Ａ～Ｃラッ
クの３系統及び除湿機４台を計画的に更新するこ
とが趣旨であるから、更新台数を指標化すること
が最も明解であるため。

H28決算額H28予算現額 指標名

一
般

更新した電動書架及び除湿機の台数
①除湿機交換修繕

②

③
所沢市文書管理規則、所沢市文書管理規程

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績H28年度目標
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

1,286千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

11
非常勤
特別職

0.15 人

電動書架３系統及び除湿機の更新が終了
したことから、本事業については終了とす
る。
今後も地下集中文書庫内の湿度管理等
を適正に行い、適切に保存文書を管理し
ていく。

H29実績

22
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

H28年度目標 H28実績

①除湿機2台の交換修繕を行っ
た。

②

③

臨時職員

0臨時職員424千円

公文書は、その内容に応じて定められた期間、保存するこ
ととされており、個人情報の保護に留意し、市民の利用に
役立つよう、適切な管理を図る必要がある。この為、所沢
市文書管理規則に基づき、各所属から引継ぎを受けた保
存文書については、本庁舎地下の集中文書庫において管
理している。集中文書庫には、電動書架３系統及び除湿機
４台を設置し、約9,000箱の文書を保存しているが、これら
は、本庁舎建設時に設置したものであり、設備の老朽化が
進むとともに交換部品の供給もできなくなることが懸念され
た事から、計画的な修繕を実施する。

0.05 人

H29年度目標

H30年度目標
非常勤
特別職

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

文書
行政
課

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

除湿機の交換修繕を行ったことに
伴い、除湿器の安定稼働が可能と
なった。
また、冷媒がオゾン破壊係数ゼロと
される物質に変更され、環境への
負荷が軽減された。
なお、除湿能力の向上により設置
台数を2台として運用することとし
た。

文書
行政
課

実施計画ランク

期間

実施計画ランク

優先

集中文書庫整備事業

期間

H26年度～H30年度

S58～

―

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

所沢市文書管理規則、所沢市文書管理規程

H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析

H30年度目標

H29年度に改善した点

適正な文書管理を行うためには、全職員がファイリ
ングシステムの正しい運用方法を理解し、ルールを
順守することが必要であるが、所属によっては限ら
れた職員によりファイリングシステムの整備や管理
がなされているケースも見受けられる。より多くの職
員に文書管理の必要性やルールへの理解を深める
ために、研修や庁内新聞等を有効に利用し、意識の
向上を図る。

ファイリング巡回点検の点検項目を見直
し、庁舎外施設等の過年度文書につい
て、鍵がかかる部屋等の適正な場所にお
いて管理されているか確認することとし
た。

H29年度に改善した点

目標達成済

無

無

145 132

①ファイリング推進委員会
②ファイリング巡回点検及びファ
イリングサーバ点検
③文書の引継ぎ及び廃棄

125

H29実績H29年度目標

156

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,089千円 5,577千円

113

ファイリング巡回点検における指摘事項の件数

6,547千円

各所属においてファイリングシステムの正しい運
用方法が浸透し実行されているか、また、各職員
が基本的なファイリングのルールを意識して順守
しているかを判断する指標として、的確なもので
ある。

H29決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

ファイリング巡回点検における、指
摘件数が減少し、目標件数を下回
ることができた。
また、保存文書の引継ぎ及び廃棄
において、誤りなく適正に実施する
ことができた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

①ファイリング推進委員会を２回（7月・
12月）開催した。
②ファイリング巡回点検及びファイリン
グサーバ点検を１回（10月）開催した。
③平成27年度文書1,473箱を新たに引き
継いで保存し、廃棄協議を経た保存年
限切れの文書1,372箱（20,820kg）を4月
に廃棄した。また、年度を通じて機密文
書を14,210kg廃棄した。

Ａ 無

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

文書を体系的に整理し、必要な文書のみを効率的に
保管するとともに、文書の私物化を防ぎ、担当者の
不在時においても必要な文書を短時間で取り出せる
よう、ファイリングシステムの維持・向上を図る。同シ
ステムの維持・向上に当たりファイリング推進委員に
よる巡回点検等を活用する。
また、各所属から引き継いだ過年度文書について、
保存年限に基づいた保存及び廃棄を行い、文書の
適正管理を図る。

0.35 人

5,521千円

3,139千円

非常勤
特別職

3,001千円 臨時職員

0.37 人
非常勤
特別職

臨時職員

文書管理事務

無



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

□ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

　

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

無 有

有 有

有 有

H30年度目標

平成２９年～平成３０
年

7,212千円 臨時職員 0.00 人 100

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人
①H29年度分改修工事実施済

②

③

H29年度目標 H29実績

２ヵ年目ににおいても、工事を行う上で全
庁停電又は部分停電が必要不可欠なた
め、影響を最小限に止めながら、安全か
つ適切な改修工事を行なっていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

本事業は老朽化した設備本体を２ヵ年かけて更新
し、施設の延命化を図るものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 0 0

目標達成済100 100

Ａ

特になし

市庁舎施設整備事業
（受変電設備等改修
工事）

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市公共建築物修繕計画 220,050千円 148,800千円

事業の目的及び具体的な内容 H28実績

H29年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

目標設定の考え方・根拠指標名

期間 0.85 人

全庁停電又は部分停電を伴う改修
工事のため、各所属の業務・行事
に影響を与えるものであるが、影響
を最小限に止めながら予定された
29年度分の改修工事は適切に実
施された。

0千円
①29年度分改修工事範囲

②

③

予定改修工事範囲実績
本件は２ヵ年継続事業のため、30年度改修工事
分をもって当該事業の完了となることから、29年
度内改修工事の予定範囲を指標とした。

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H28予算現額 H28決算額

H28正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

100%

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成２８年～平成３１
年

7,212千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

6,431千円 臨時職員 0.00 人
①H29年度内分実施済

②H29年度内分実施済

③

H29年度目標 H29実績

高濃度PCB含有物廃棄物については処
分期限までに廃棄処理が完了したため、
残る低濃度PCB含有廃棄物の廃棄処理
を平成３１年度に実施する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

　本事業は、所沢市役所旧庁舎に保管されているＰ
ＣＢ含有廃棄物について、関係法令に基づき、最終
処分を行うものである。

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 0 0

目標達成済100% 100%

H29決算額（見込み）

な処理の推進に関する特別措置法、ポリ塩化ビフェ
ニル廃棄物処理基本計画

159,611千円 157,765千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 18,186千円 16,386千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

予定された高濃度PCB含有廃棄物
（安定器等）の廃棄処理について
は、予定どおり年度内に実施され
た。

H29年度に改善した点

①PCB含有検査

②高濃度PCB含有廃棄物
　　（安定器等） 処分
③

業務実施実績
業務の完了をもって当該事業の完了となることか
ら、業務実施実績を指標とした。

特になし

H28年度目標 H28実績
管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

ＰＣB含有物廃棄処分
事業

根拠法令 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正 H29予算現額

期間 1.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和６３年～ 10,012千円 臨時職員 0.10 人

H29年度目標 H29実績
多くの市庁舎設備は寿命（２０～２５年）を
超過し、故障続発や保守部品の入手困難
などにより修理に多くの時間を要す状況で
あることから、今後は関係各課と調整し、
設備本体の更新を図っていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

44件 44件

40件

　本事業は、市庁舎施設の老朽化に伴う設備の不具
合箇所等を改善し、建物・空調・機械・電気・衛生設
備等の設備性能を維持改善することにより、来庁者
や職員の安全確保、快適性や執務環境の向上・充
実を図るため、市庁舎の修繕を行うものである。

1.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 59件 55件

12,262千円 臨時職員 0.10 人
①１９件

②７件

③１８件

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

－ 24,747千円 24,747千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,000千円 24,993千円 ①建築・衛生・厨房設備修繕件
数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

修繕達成実績

目標設定の考え方・根拠

Ａ

老朽化の度合いを考慮しつつ、予
算の範囲内で効率的修繕・工事を
実施された。

H29年度に改善した点

修繕必要件数における達成件数
特になし

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

5%

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

市庁舎修繕事業

期間 1.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和６１年～ 16,546千円 臨時職員 0.50 人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

5% 11%
本事業は、庁舎の効率的かつ効果的な運用を行うこ
とで、安全かつ快適な施設の運用を図るものであ
る。

1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 5% 12%

16,293千円 臨時職員 0.50 人
①　８５，７９３千円

②　２，６７０，３９１ｋWｈ

③

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市庁舎管理規則、所沢市庁舎防火管理規程の
管理運営要領

253,606千円 253,434千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 261,231千円 252,795千円
①公共料金の支払料金
　（電気・ガス・上下水道・電話）
②電力使用量

③

庁舎年間電力使用量の削減

目標設定の考え方・根拠

Ａ

夏期・冬期における節電の取り組
みにより、環境負荷の削減に努め
た。

H29年度に改善した点

平成２２年度と比較した年間電力使用量削減率
（２２年度年間電力使用量　3,029,809ｋWｈ）

特になし

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

来庁者が気持ちよく庁舎を利用していた
だけるよう、市民サービスの維持・向上を
図りながら、省エネ・省資源に向けた管理
運営に取り組んでいく。

目標達成済

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

市庁舎管理事業

有 有



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

営繕担当参事　末廣　和久

項目名

■ □ □

実績

評価者

選挙管理委員会事務局次長 浅野　浩一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

無 無

有 無

無 無

計画の推進

期間 0.34 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H23年度～ 2,885千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

2,573千円 臨時職員

①公共施設等総合管理計画行
程表の更新
②２回実施
③２回開催

H29年度目標 H29実績

公共施設マネジメントを推進するため、計
画に掲げた「ライフサイクルコストの縮減」
及び「施設の総量の適正化」を実行レベル
に移行するための準備を進める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進める。

0.30 人
非常勤
特別職

行程表の策定 行程表の策定

目標達成済行程表の更新 行程表の更新

H29決算額（見込み）

特になし 60千円 60千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10千円 10千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

行程表を更新することで、施設毎の
管理の状況が確認できた。

H29年度に改善した点

①公共施設等の総合的かつ計画的
な管理
②庁内における情報共有とスキル
アップを目的として研修の実施回数
③公共施設マネジメント会議の開催
回数

公共施設等総合管理計画の推進
公共施設等総合管理計画に基づく施設毎の行程
表を更新し、計画の進捗状況を管理していく。

全ての職員を対象にした研修会の開催に
加え、新規採用職員に対して、公共施設
マネジメントの目的や必要性について研
修を行った。

H28年度目標 H28実績

12,303千円 臨時職員

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

公共施設マネジメント
推進事業

H29その他職員
従事割合

12 12

12

期間 1.45 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

12 12

11,148千円 臨時職員 ①3,016点
②2,996通
③3校
④36名
⑤29名
⑥33名
⑦12件

H29年度目標 H29実績

1,379千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,904千円 1,646千円 ①啓発ポスター作品出品数
②18歳バースデーカード送付数
③選挙機材貸出件数
④ところざわ祭り啓発参加者数
⑤視察研修参加者数
⑥全体研修参加者数
⑦コミュニティビジョン掲載申請数

啓発活動を行った月数根拠法令

H29年度に改善した点

啓発には、定期的かつ継続的な活動が必要と考
えられることから、月一回以上の活動実施を目指
すとともに、啓発活動の毎月実施を目標値とす
る。

新たな啓発活動として、市役所市民
ホールにおけるコミュニティビジョンを
活用した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

2019年度に五つの選挙（埼玉県議会議員、所
沢市議会議員、参議院議員、埼玉県知事、所
沢市長）が予定されていることから、引き続き
投票行動の促進、若年層の投票率向上に向け
た啓発を行なうとともに、違反のないきれいな
選挙の実現に向けた啓発活動に取り組んでい
く。

無 無

H28決算額 指標名

明るい選挙啓発事業

目標設定の考え方・根拠

A

目標値を達成しているが、小中学
校・高等学校等、若年層への啓発
は未だ十分ではなく、新たな啓発活
動に取組む必要がある。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

公職選挙法 1,582千円
選挙
管理
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市民へ選挙制度を正しく理解いただき政治や選挙に関心を持ち、
自らが進んで投票に参加し、選挙が適正に行われるよう、市と所
沢市明るい選挙推進協議会が一体となり啓発活動に取り組んで
いる。
取組みでは、常時啓発として、明るい選挙啓発ポスターコンクー
ルの開催、広報などによる寄附行為禁止等のルールの周知を行
い、選挙時啓発として、街頭における啓発物資の配布を行ってい
る。
また、投票率の低い若年層への啓発として、満18歳になった市民
へのバースデイカードの送付、市内の高校3年生に学校を通じて
啓発物資を配布するなどの啓発事業を実施している。

1.30 人

H29正規職員
人件費

S31年度～

期間 1.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H18年度～ 15,697千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①26件

②18件

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

26 18

23

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

建築物については、建築後３０年を経過すると急激に劣化
が進行するとされており、所沢市の公共建築物においても
築後３０年を経過するものが増加していくことを踏まえ、建
築物の劣化が進行する前の予防保全に取り組むため「所
沢市公共建築物修繕計画」を平成１８年度に策定した。
この修繕計画により、建築物の修繕を計画的に進行管理
し、単年度に修繕工事が集中する事態を避けて財政負担
を平準化するとともに、既存建築物の延命化を図り有効活
用していく。

4.93 人
非常勤
特別職

0.00 人 22 17

平成２７年７月に策定された短期修繕計画（平成
２８年度～平成３０年度）の平成２９年度計画につ
いては、計画策定後に対象施設の老朽度による
工事の優先順位の見直しや市の財政状況を勘案
し、関係各課と再度協議を行ったことで実施件数
が１８件となった。

H29決算額（見込み）

建築基準法 101千円 101千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 302千円 302千円
①修繕計画に基づく工事予定件
数
②修繕計画に基づく工事実施件
数
③

修繕計画に基づく工事実施件数

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

短期修繕計画策定後の再調整によ
り、成果指標の目標値を下回って
いる。
今後、建築後３０年を経過する施設
が多くなり、緊急を要する工事の増
加が見込まれることから、対象施設
の老朽度による工事の優先順位や
市の財政状況を勘案して目標値を
設定し、目標を達成できるよう努め
ていきたい。

H29年度に改善した点

対象施設の築年数や修繕後の経過年数及び老
朽度、市の財政状況を勘案し、関係各課と協議を
行い目標を設定する。

修繕計画策定システム（ＦＡＭＳ）の算出
する計画金額と実際の見積金額との差が
大きく乖離しないように、計画金額の見直
しを行った。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み
予防保全の目的が達成されておらず、緊急に修繕
が必要となった施設を優先している状況が続いてい
る。これまでの計画の達成度など、現状の把握を行
い、経営企画課や財政課と情報共有をしたうえで、
今後についての検討を進めていく。公共施設マネジ
メント方針と修繕計画の整合化も行う。既存の修繕
計画策定システム（FAMS）の保守委託期間を終え
たため、システムの運営方法についても検討してい
く。

営繕
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

公共建築物修繕計画
推進事業

根拠法令 H29予算現額

42,275千円

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成２８年度～ 7,212千円 臨時職員 0.00 人

目標達成済
ＰＦＩ事業の内容確定及びＰ
ＦＩ事業者の選定

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

5,402千円 臨時職員 0.00 人
①ＰＦＩ事業の内容確定
②ＰＦＩ事業を実施する民間事業
者の選定
③大ホール特定天井改修にお
ける大臣認定資料の作成

H29年度目標 H29実績 ・平成３０年１２月から実施される改修工
事に向けて、事業者と詳細な調整及び設
計内容におけるモニタリングを行っていく。
・大ホール特定天井改修における大臣認
定取得を年度末までに終えるため、委託
事業者との密な連携を図っていく。

所沢市民文化センターは、開設から20年以上が経過し、
設備等の老朽化が課題となっており、「所沢市公共施設等
総合管理計画」に基づいて計画的に整備し、施設の安全
上適正な管理を図る必要がある。
  本事業については、民間活力やノウハウを活用すること
で、設計、改修、その後の維持管理を効率的・効果的に実
施するとともに、改修費等の平準化を図ることを目的とし
て、ＰＦＩ手法により実施するものである。

0.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 改修手法の決定
ＰＦＩ手法導入の方向性の
決定

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

特定事業選定、ＰＦＩ事業者
の選定、大臣認定資料作成

ＰＦＩ事業者との契約締結、
事業の進捗管理、大臣認

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市公共施設等総合管理計画、民間資金等の活用による公
共施設等の整備等の促進に関する法律、建築基準法 27,270千円 26,832千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,160千円 29,139千円

改修事業を推進するために平成
２９年度中に必要となる事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

・ＰＦＩ手法での改修に当たり、事業
内容の決定、事業者募集から選定
まで滞りなく進められた。
・改修においては、事業者からの独
自提案として、洋式トイレブースの
増設やホール内階段への手すりの
設置などが提案されるなど、求める
水準以上の改修内容の実現が見
込まれることとなった。
・ＰＦＩ手法を用いることによる費用
縮減効果（ＶＦＭ）は約１１％で金額
にすると約１０億円が見込まれてい
る。

H29年度に改善した点

改修事業を推進するために必要となる事務等

平成２９年度は改修事業をＰＦＩ手法を用いて実施する
ため、必要となる事業内容の確定や事業者選定を目
標とした。平成３０年度は事業者との契約、大ホール改
修の大臣認定取得を確実に行い、１２月から実施する
改修工事が円滑に進められるよう進捗管理することを
目標とする。

ＰＦＩ事業者選定の手続きの中で、施設に
おける現状や課題、今後の展望などを公
平かつ積極的に事業者に伝えることで、
市の求める方向に沿った、また、要求水
準を超えるさまざまな効果的な提案がなさ
れた。H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

所沢市民文化セン
ター改修事業

根拠法令
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有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江弘行

無 無

無 無

有 無

0%

期間 1.41 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成13年度～ 11,964千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

11,491千円 臨時職員 0.25 人

①47件

②979件

H29年度目標 H29実績

引き続き、個人情報保護に関する研修・啓
発、特定個人情報取扱点検・監査等を実
施することで、適正管理を推進する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

市の保有する個人情報の適正な取扱を図り、個人
の権利や利益の保護と公正で信頼される市政の推
進を目的とする。
内容としては、個人情報開示請求等の相談と受付、
個人情報の取扱状況の把握及び出前講座や研修を
通じて、市民や職員への個人情報保護制度の周知
を図っている。

1.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 0% 0%

目標達成済み0% 0%

H29決算額（見込み）

所沢市個人情報保護条例、所沢市個人情報保護条
例施行規則、所沢市情報公開・個人情報保護審議

619千円 188千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 667千円 242千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

個人情報開示請求は年間４０件程
度で推移しているなか、不服申立
は生じておらず、目標は達成されて
いる。
また、職員に対しては、個人情報保
護制度に関する研修等を定期的に
実施するなどして、知識の習得と意
識の向上を図っている。

H29年度に改善した点

①個人情報開示請求等

②個人情報取扱事務届出書

開示請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数×100）

個人情報開示請求に対して適正な対応や丁寧な
説明を行うことで、不服申立が生じる可能性は低
くなると考えられることから、指標とした。

マイナンバー制度に伴う特定個人情報の
適正な管理を推進するため、点検・監査
体制を整備し、それらを実施した。
全ての職員を対象とした庁内新聞を定期
的に発行することで、職員に対して個人情
報保護等に関する意識向上を図った。H28年度目標 H28実績

2,206千円 臨時職員 0.00 人

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

個人情報保護制度推
進事業

H29その他職員
従事割合

10 13

10

期間 0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 10 15

4,459千円 臨時職員 0.00 人
①4件

②11件

③6件

H29年度目標 H29実績

1,502千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,100千円 1,310千円
①講師等依頼件数

②先進地視察件数

③講演会・研修会参加件数

新たな事業等の実現及び課題解決に繋がった
件数

根拠法令

H29年度に改善した点

先進市視察や講演会開催等を通して事業が実現
した件数や課題解決に繋がった件数を指標とす
る。
毎年10件を目標とする。

適切に事業費管理を行うことにより、当該
事業が必要な所属に活用してもらうことが
できた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

次年度以降も同じような研修等を受講す
る場合は、自分の所属で予算計上しても
らうことにより、より多くの職員に当該事業
を活用してもらう。

無 無

H28決算額 指標名

「未来（あす）を見つ
め、今を動く」政策形
成事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

先進市の視察等により、今後の事
業展開に大いに役立った。また、講
演会を通して、職員の意識向上に
繋がった。

例
・口座振替及び管理業務委託化事
業（収税課）
・戦略的ＰＲノウハウ向上事業（環
境政策課）

H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 2,059千円

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

有識者や専門家からアドバイスをいただくとともに、
先進都市視察や研修会等への派遣を通して、市職
員の能力や意欲を高め、課題への対応力を磨くこと
を目的とす る。

0.52 人

H29正規職員
人件費

H25～

期間 0.78 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H25～ 6,618千円 臨時職員

臨時職員
①633事業

②15人

③69項目

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

90% 86%

90%

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

事業の企画立案・予算化・実施・評価検証などの市
政運営を所沢市マネジメントシステムの仕組みに
沿って進めていくことで、より合理的かつ効果的に市
政を進めていく。
具体的には、総合計画の実現に向けた実施計画の
策定を行ったうえで、事務事業評価などにより評価
検証し、結果を予算･計画などへの反映していく。

0.60 人
非常勤
特別職

90% 74%

すでに定着している事業は、改善の余地があまり
ないこと、新規事業の評価が存在すること等が原
因と考えられる。

H29決算額（見込み）

所沢市自治基本条例 575千円 298千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 965千円 268千円 ①事務事業評価実施数

②公開評価の傍聴者数

③組織目標における目標達成に
向けた重点事業項目数

事務事業評価において、全事業の中で当該年度
中に「改善した点」があった事業の割合

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

事務事業評価については、改善し
た点がなかったとされる事業につい
ては、本当に改善の余地がないの
か、指標設定が適切であったか
等、改めてPDCAサイクルに基づき
検討する必要がある。

H29年度に改善した点

目的の達成に向けて現状の課題に対する改善を
行っていく中で、毎年９割以上の事業が何らかの
改善を行えるようにしていきたい。

29年度は事務事業評価表の様式の見直
しを行い、総合計画における各事業の位
置づけを意識しながら評価できるように変
更し、事業を比較しやすくした点で、改善
を図ることができた。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

全ての事業はPDCAサイクルに基づき実
施されるべきで、その周知に一層努めて
いきたい。

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

所沢市マネジメントシ
ステム推進事業

根拠法令 H29予算現額

5,145千円

期間 1.06 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H16～ 8,994千円 臨時職員

提案の視点が良くても、提案内容が具体性に欠
けていて実現できないケースなどがあったため。

10

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

8,061千円 臨時職員
①40件

②710件

③4回

H29年度目標 H29実績 行政改革に引き続き取り組むため、行政経営
推進委員会については、委員からの意見を次
期行政改革大綱に結び付けていけるよう、引き
続き議論を重ねていく。職員提案や一人一改
善については、日頃からの気づきが大切であ
るため、定期的な周知を図るなどして、改善に
努めたい。

行政経営（限られた資源のなかで、確固たる戦略を定め、
自律した行政を行うこと）を実践する。
○「所沢市行政改革大綱」に沿った行政経営の推進（一人
一改善、職員提案、行政改革大綱掲げられている実施目
標の各項目の計画的実施、「有言実行発表会」の開催に
よる行政経営の趣旨周知等）
○行政経営推進委員会の開催
○庁内情報誌を通じた行政経営の趣旨周知

0.94 人
非常勤
特別職

10 4

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

7

10

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市行政経営推進委員会設置条例など 1,847千円 1,427千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,271千円 987千円
①職員提案提案数

②一人一改善改善数

③行政経営推進委員会開催数

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

職員提案の提案採用数について
は、目標に達することができなかっ
たが、提案件数は28年度34件だっ
たのに対し、29年度はは40件とな
り、前年度を上回ることができた。
行政経営推進委員会については、
産官学金の多方面で活躍する方々
を新たに委員として任命し、所沢市
の行政経営改善に向け、活発に議
論していただいた。また、28年度に
3回だった会議回数を29年度は4回
開催し、議論を深めることができ
た。

H29年度に改善した点

職員提案の提案採用数
実施、若しくは実施に前向きな検討結果が提出さ
れた提案数

28年度に引き続き、行政改革大綱に基づ
き説明ペーパー"A4"1枚運動に取組ん
だ。さらに、29年度は良い事例を共有し、
今後の事務改善につなげるため、各部局
から推奨事例を取り上げ、全庁に情報提
供した。H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析経営

企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

行政経営推進事業

根拠法令



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長 森田喜良

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木
健

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ ■ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長仲　正之

無 無

無 無

無 無

95%

期間 3.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S25年～ 30,970千円 臨時職員 1.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

32,156千円 臨時職員 1.00 人
①114

②157

③141

H29年度目標 H29実績 急いでいるお客様や時間がかかる手続き
には、複数の職員で対応する、個人情報
が周囲に聞こえないよう声の大きさに十分
注意し、必要に応じてロビーで対応する、
駐車場混雑時には案内係を配置するな
ど、個々に状況に合ったサービスを提供
する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

住民票、印鑑証明、住所異動届け、マイナンバー
カード交付事務。市税等の収納、諸証明の発行。国
民健康保険、国民年金の加入・喪失手続き。　子ど
も医療や重度心身障害児等、医療交付申請の受領
等。
その他、各課からの依頼に基づく各種文書の取次ぎ
や住民からの多様な相談窓口となります。

3.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 95% 91%
窓口環境の整備を行っているが、窓口一体化に
伴い、待合が狭い、お客さんと窓口との距離が近
く地域の公民館利用のお客様に個人情報が聞こ
えてしまう、窓口専用の駐車場に公民館利用の
車が止められている等物理的問題が根本的に解
決できないため、代替的な対応策を準備する必
要がある。

95% 90%

H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例、及び施行規則 2,761千円 2,485千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,353千円 2,420千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

窓口を利用するお客様に満足いた
だけるサービスを提供するために、
待合スペースの環境整備に努めて
いるが、一人一人のお客様のニー
ズに応えるために更に工夫とサー
ビスの質の向上が必要である。

H29年度に改善した点

①1日当たりの諸証明等の交
付・収納及び各種取次ぎ件数
②窓口アンケート回収件数
③窓口アンケート「とてもよい」
「よい」の件数

窓口アンケート評価
（サービスグループ利用者アンケートにおいて「と
てもよい」「よい」の割合）

お客様サービスとして諸証明の申請から、交付ま
でスムーズで気持ち良い対応が行えているか確
認、お客様の満足度を指標とする。窓口アンケー
トにおいて、「とてもよい」の割合増加を目標とす
る。

待ち時間に見ることが出来るよう窓口にモ
ニターを設置した。
子供向けに絵本を用意した。
申請書記入用例、手数料一覧表をわかり
やすく刷新した。

H28年度目標 H28実績

35,213千円 臨時職員 2.75 人

山口
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般窓口事務

H29その他職員
従事割合

90% 90%

90%

期間 4.15 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

90% 90%

36,444千円 臨時職員 2.60 人
①１８，８６３件

②１，２７０件

③

H29年度目標 H29実績

6,041千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,557千円 5,877千円
①諸証明発行件数

②各課からの事務取扱件数

③

住民満足度根拠法令

H29年度に改善した点

アンケート調査における満足度で「良い」と回答を
得た件数÷アンケート回答数×１００

マイナンバーカードに係る事務手続きに関
係した申請用紙等の整理。及び、マイナン
バーカード保持者の異動に関係したマ
ニュアル等をまとめ、事務処理がスムーズ
に行われるようにした。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

職員間で知識を共有し、正確な窓口業務
の徹底に努め、サービスの向上を図って
いく。

無 無

H28決算額 指標名

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

満足度は目標値に達成している。
本庁において複数課に渡り手続き
が必要な届出があった場合には、
時間を要している。
窓口担当職員の職員間の情報知
識を共有し、市民に迅速かつ正確
にサービスを提供できるようにす
る。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・同施行規則 8,362千円小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

　市で行う事務を本庁舎以外の各地区で行うことに
より、地域住民の利便性と福祉の向上を図る。
　住民基本台帳法に基づく届出、印鑑登録の受付・
記録・証明書の交付。戸籍に係る証明書の交付。国
民健康保険及び国民年金の加入・喪失手続き。市税
及び税外収入等の受領、税証明の発行。各課から
の依頼に基づく各種文書の取次ぎ。その他、市政全
般にわたる住民からの意見・要望等の相談対応、担
当課への連絡説明。

4.25 人

H29正規職員
人件費

昭和25年度～

期間 1.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S25年度～ 9,927千円 臨時職員 0.90 人

臨時職員 0.95 人
①6,050

②2,558

③2,117

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

93 100

85

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

住民票、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本等の交付。
住所異動の手続きに関する事。
マイナンバーに関する事務
市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、
介護保険料、後期高齢者医療保険料等の受領、各種税証
明の発行。
その他、各課からの依頼に基づいて各種文書の取次ぎ。
市政全体にわたる住民からの意見・要望等に相談対応、
担当課への連絡・説明。

1.88 人
非常勤
特別職

0.00 人 95 91.4

目標達成済み

H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・施行規則 2,641千円 2,343千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,664千円 2,416千円
①年間市民課取扱件数

②市税納入件数

③医療費等申請件数

窓口対応満足度
（３０年度から　窓口対応充実度に変更予定）

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

　窓口対応満足度を集計するため
のアンケートについては、住民異動
や国保加入などの、入力作業があ
りどうしても時間がかかってしまう手
続きに来庁された方を対象に行っ
ているが、高い満足度の評価を得
ている。
　３０年度からは窓口対応のスキル
を維持出来るよう、窓口職員に対し
「窓口対応度チェックリスト」を作成
し、その評価基準の目標を指標に
する。

H29年度に改善した点

住民異動、国保加入・喪失手続き来庁者への窓
口対応アンケートで、職員の対応についての評価
が「良い」以上と答えた人の割合。

　来庁者に積極的に声をかけるように心
がけ、カウンターの外に出て接客するな
ど、来庁者との距離を縮め対応するように
した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　来庁者に積極的に声をかけるように心がけ、
カウンターの外に出て接客するなど、来庁者と
の距離を縮め対応するようにした。

富岡
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般窓口事務

根拠法令 H29予算現額

16,121千円

期間 2.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ25年度～ 19,091千円 臨時職員 0.70 人

目標達成済
85%

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

22,295千円 臨時職員 0.70 人
①27,118件

②78.4人

③

H29年度目標 H29実績
住まいの近くでの行政サービス利用する
市民の需要は増えている。多岐にわたっ
ているため来所者が求めている内容の把
握・的確な対応し、親切丁寧なサービスを
心掛ける。

市役所で行う事務を各地区で行うことにより、地域住民の利便性
を図り、地方自治法155条第1項における「市長の権限に属する
事務の分掌」による「住民の福祉の増進」を目的とする。内容は、
次のとおり。①住民基本台帳法に基づく届出の受付・記録・証明
書の交付②外国人住民異動事務・入管事務③戸籍に係る証明
書の交付④印鑑登録・証明に係る受付・記録・交付⑤学齢児童・
生徒の転入学の受付⑥妊娠届出書の受付・母子手帳の交付⑦
国民健康保険被保険者・国民年金被保険者の資格得喪に伴う事
務⑧交通災害共済加入申込受付・会員証の交付⑨市税等の収
納⑩市税の証明書の交付⑪マイナンバーカードに関する事務⑫
その他市長の指示した事務

2.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 85% 90%

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

91%

86%

H29予算現額 H29決算額（見込み）

地方自治法・所沢市まちづくりセンター条例・所沢市
まちづくりセンター条例施行規則

2,788千円 2,635千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,720千円 1,621千円
①事務取扱件数

②１日当たりの平均来庁者数

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

概ね説明のわかりやすさには、満
足していただいている。今後も市民
に対し分かり易く丁寧な説明を心掛
け現在の水準を維持し、迅速かつ
正確な窓口サービスに努めていき
たい。

H29年度に改善した点

窓口サービスにおける説明のわかりやすさ。

窓口サービスアンケートにおける説明のわかりやすさ
について「とてもわかりやすかった」と「わかりやすかっ
た」と回答した割合の合算。行政サービスが複雑多様
化していく中で、地域住民（特に高齢者）へのわかりや
すくきめ細やかな対応を目指し目標設定した。

多岐にわたる業務のため、職員の知識の
向上・情報の共有のため月1回職員研修
を行い窓口サービスの充実を図った。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
松井
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

一般窓口事務

根拠法令
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有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　比留間　嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　橋本浩
志

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
森澤　宣行

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　澤田　孝男

無 無

無 無

無 無

100

期間 3.80 人
非常勤
特別職

H30年度目標

昭和４７～ 32,243千円 臨時職員 0.80 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

38,502千円 臨時職員 0.80 人

①48,476

②3,000

H29年度目標 H29実績
課題として、窓口の混雑緩和があるが、窓口アンケートによると、自
宅近くのまちづくりセンターの所在地を知らない方が非常に多い。そ
のため認知度の高いまちづくりセンターに受付件数が集中し混雑を誘
発させている。このような状況を改善するため、市内各地区に設置さ
れているまちづくりセンターの情報発信に引き続き努める。
また、取扱い業務の増加・複雑化に現状の職員体制では対応しきれ
ないため、業務の簡略化・効率化を本庁（担当課）と検討していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

地域住民の利便性を図るため、住民票・印鑑証明書・戸籍謄抄
本等及び所得証明書・納税証明書等の発行業務を行っているほ
か、住民異動の受付や入力、印鑑登録の受付・入力、マイナン
バーカード受付・交付、国民健康保険及び国民年金の加入・喪失
手続き、母子健康手帳の交付、子ども医療制度や後期高齢者医
療制度等に関わる申請書の受領、ところバスの乗車証の受付・
交付等その他、各種市税・料金の収納事務も行っている。また、
利用者に対するサービス拡充のため、試行で毎月第２・第４土曜
日の午前８時３０分～午後０時３０分まで「休日開庁」として概ね
平日同様の業務を行っている。

4.49 人
非常勤
特別職

100 85 未達成の理由：窓口の混雑・待ち時間の増加等
分析：年々窓口取扱い業務が増加・複雑化し、受付対
応にかかる時間が増加している。また、振替休暇取得
等により受付職員を充分に確保できず、窓口の混雑を
促進している。分かりやすい案内、丁寧な説明、近隣
窓口の紹介を心掛けていることから、目標値は辛うじて
横ばいを保てていると考えられる。
※窓口アンケート結果のうち、上記の「満足」及び「ある
程度満足」に加えて、「普通」の件数を含めると９７％
で、概ね目標達成

100 86

H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・同条例施行規則 1,779千円 1,986千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,198千円 2,395千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

職員の習熟度を上げる等の自所属
だけでの改善努力では、これ以上
効果を上げられない状況である。ま
た、取扱業務の増加に対し、現状
の職員数・体制のままでは窓口の
混雑解消が見込めない。
まちセンの取り扱い業務は広範囲
にわたり、本庁（担当課）と連携しな
がら業務を行っていることから、今
後は業務の効率化簡略化について
本庁と調整しながら窓口混雑の緩
和を検討していく。

H29年度に改善した点

①諸証明等交付・収納・取次事
務
（市民課等各種手続）

②市民からの電話相談・問い合
わせ対応

利用者の満足度割合
窓口アンケートによる調査結果
※「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×１００

届出書の一部を窓口に常設。これまでは来所者の
状況を聞き取りしてから届出書を手渡ししていた。窓
口に説明書きを添えて届出書を常設したことで、問
い合わせ件数が大幅に減少した。
また、留守番電話機を設置することで、電話問い合
わせの方へ業務時間終了であることや休日開庁日
と開庁日ではない日などを分かりやすくした。

H28年度目標 H28実績

32,667千円 臨時職員 1.00 人

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般窓口事務

H29その他職員
従事割合

90% 未実施

80%

期間 3.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 90% 未実施

33,871千円 臨時職員 1.00 人

①29,278件

②1,480件

H29年度目標 H29実績

1,646千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,821千円 1,690千円

①諸証明交付事務・収納等

②電話相談対応

利用者満足度（利用者アンケート）根拠法令

H29年度に改善した点

窓口サービスにおいて、丁寧で分かりやすい説明
や正確・迅速な対応による利用者の満足度の向
上が重要である。

マイナンバーカードに係る業務について、
マニュアルの整備や職員が経験を積んだ
事から端末操作等で不明瞭だった点も解
消された。処理時間の短縮も図れている
ことから利用者を待たせる時間も少なくな
り、質問等も含め概ねセンターのみで対応
できている。

概ね達成（窓口における苦情の発生が無かった
ため）

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

マイナンバーカードの導入や利用者の高齢化
による対応等のため事務量が増加している。
異動職員用に平易なマニュアルを作成、効率
的な指導を実施することで事務処理能力が低
下する期間を短期間に留めたい。その上でさら
なる業務の効率化・迅速化と正確な窓口対応
の両立に努める。

無 無

H28決算額 指標名

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

B

窓口利用者への満足度を計るアン
ケートは実施していないが、トラブ
ルはなく、概ね良好に行われてい
る。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・所沢市まちづくりセン
ター条例施行規則

1,859千円三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

市役所で行う事務を各地区で行うことにより、地域住民の利便性を図り、地
方自治法155条第1項における「市長の権限に属する事務の分掌」による
「住民の福祉の増進」を目的とする。内容は、次のとおり。
①住民基本台帳法に基づく届出の受付・記録・証明書の交付②外国人住
民異動事務・入管事務③戸籍に係る証明書の交付④印鑑登録・証明に係
る受付・記録・交付⑤学齢児童・生徒の転入学の受付⑥妊娠届出書の受
付・母子手帳の交付⑦国民健康保険被保険者・国民年金被保険者の資格
得喪に伴う事務⑧交通災害共済加入申込受付・会員証の交付⑨市税等
の収納⑩市税の証明書の交付⑪マイナンバーカードに関する事務⑫その
他市長の指示した事務

3.95 人

H29正規職員
人件費

S３０年度～

期間 2.79 人
非常勤
特別職

H30年度目標

S30年度～ 23,673千円 臨時職員 1.00 人

臨時職員 1.00 人
①市民課、各課関連事務の申
請・交付受付件数、取次件数、
収納件数の総数
②１,６０８件
③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

57,000 55,925

56,000

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

・住民票、印鑑証明、戸籍謄抄本等の証明発行
・住所異動届、印鑑登録申請の受付。マイナンバーカード
の交付、通知カード各種届出
・市税の収納、国民健康保険税、介護保険料等税外収入
の収納、税証明の発行
・国民健康保険、国民年金の加入喪失の届出受付
・母子手帳交付、ところバス乗車証交付
・各課からの依頼文書の取次ぎ。担当課への連絡

2.86 人
非常勤
特別職

58,000 56,941

各種証明書の発行枚数及び個人番号カードの交
付枚数が予測よりも少なかったため。

H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例、同施行規則 2,046千円 1,999千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,112千円 1,975千円

①市民課事務及び関係各課事
務取扱件数。
②住民からの電話相談等対応
③

事務の正確性、迅速性を基礎にした来庁者の満
足度

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

まちづくりセンターにおける窓口事
務は広範囲にわたる本庁各課の業
務を行い市民の利便性の向上を
図っており、本庁とともに改善、効
率化を進めていく必要があるため。

H29年度に改善した点

窓口事務の内容及び性質に基づき目標を設定
し、数値は前年度実績を根拠にした。

事務室内の机、端末等の配置を変更し、
円滑な行動を確保し、より迅速で効率的な
窓口対応ができるようにした。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

来庁した方への積極的な声掛け等によ
り、迅速で正確適切な要件把握と事務処
理を行うこと。そのため、マニュアル等の
確認、グループ各員の間での経験、理解
の共有化を図るとともに、他のグループ職
員との連携協力を積極的に進めていく。

柳瀬
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般窓口事務

根拠法令 H29予算現額

24,525千円

期間 2.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成23年度～ 22,061千円 臨時職員 0.90 人

目標値は未達成であるが、昨年度よりも実績は
増加した。今後も目標値を達成するとともに住民
に満足いただけるよう親切丁寧な窓口対応を心
掛けて行く。

95

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

30,013千円 臨時職員 0.00 人
①6,618

②16,677

③

H29年度目標 H29実績 高齢化によりお年寄りの来所が多くなって
いるため窓口対応に時間を要してしまう
が、可能な限り親切丁寧な対応を行う。取
扱業務が増加傾向にあるが、担当課と連
絡を取り合い、情報収集し、地域住民から
の意見要望等にできる限り応えて行く。

　マイナンバーカード交付、住民票や印鑑証明書な
どの各種証明書の交付、各種届出の受付等の行政
サービスの提供に関することで市政の窓口となるこ
とを目的とする。

3.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 95 87

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

89

95

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・所沢市まちづくりセン
ター条例施行規則

2,159千円 1,799千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 450千円 369千円
①年間市民課取扱件数

②各課からの手続き事件件数

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

目標値に向け一定の成果が挙げら
れると考える。今後も親切丁寧な対
応、住民の利便性の向上に繋がり
るよう努めていきたい。

H29年度に改善した点

住民満足度
窓口サービス満足度のアンケートを実施し、総合
評価で『良い』の割合

掲示板等で各種申請の受付時期や業務
内容などの情報発信を行った。配架物や
案内冊子等を分かりやすく表示した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
吾妻
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

一般窓口事務

根拠法令



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

□ □ ■

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長 足立 啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　内堀　耕介

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　阿部美和子

項目名

□ □ ■

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

無 無

無 無

無 無

100%

期間 33.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和22年度～ 281,702千円 臨時職員 17.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

285,376千円 臨時職員 17.00 人
①119,737枚

②211,363枚

③51,121枚

H29年度目標 H29実績 日頃の業務を通して、常に問題点・改善
策を見出すとともに、各種マニュアルの整
備や市民課職員の接遇研修及び市民課
職場改善委員会による業務効率の改善
等を引き続き行い、今後も高い水準を維
持できるように努める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

住民等からの戸籍届出、住民登録、印鑑登録等の
届出又は申請を適正かつ正確に処理及び記載（記
録）し、日本国民の身分関係を登録、公証又は住民
の居住関係を公証する証明書等の交付を行うことに
より、円滑な市民生活に寄与する。

33.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 99%

窓口職員の対応がよくないという意見があった。100% 99%

H29決算額（見込み）

住民基本台帳法、戸籍法、印鑑条例、手数料条例、
住民基本台帳規程等

92,536千円 92,209千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H29予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 118,863 118,273

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値は概ね達成して
いると考える。また、各種証明書等
の発行についても、法令に基づき
適正に行っている。

H29年度に改善した点

①証明書発行枚数
（印鑑・身分・転出）
②証明書発行枚数
（住民票の写し・戸籍の附票等）
③証明書発行枚数
（戸籍謄抄本・記載事項証明書等）

窓口サービスの満足度
窓口業務の基本は親切な窓口対応であることか
ら、窓口サービスの満足度を指標とする。

外国人向けの転入・転出される方のご案
内文を日本語だけでなく英語による表記
を行い、より分かりやすいものとした。

H28年度目標 H28実績

15,612千円 臨時職員 1.90 人

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

住民窓口業務

H29その他職員
従事割合

3000件 3964件

3000件

期間 1.84 人
非常勤
特別職

H30年度目標

非常勤
特別職

3000件 4200件

15,778千円 臨時職員 1.90 人
①2201件

②927件

③836件

H29年度目標 H29実績

3,682千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,942千円 3,575千円 ①市民課・税関係各種証明書受
付件数
②ところバス・交通共済等各課
申請受付件数
③窓口・電話での問い合わせ件
数

窓口受付件数根拠法令

H29年度に改善した点

マイナンバーカードの普及によりコンビニ交付が
窓口での証明発行にどのように影響を及ぼすか
未知数であるので現状維持とした。

まちづくりセンターだよりに取扱い業務等
の掲載や公民館主催事業での広報活動
で地域住民に情報提供を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

マイナンバー制度の普及による添付書類
としての証明書の発行減とマイナンバー
カード普及によるコンビニでの証明書の発
行増により、窓口での証明発行減が見込
まれるため、効率化を図りたい。

無 無

H28決算額 指標名

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

開設から６年目となり地域住民に窓
口が浸透してきた。また、マイナン
バーによる添付書類の簡略化は進
んでおらず懸案であった取扱い件
数減には至らなかった。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例、所沢市まちづくりセ
ンター条例施行規則

4,026千円
並木
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本等、税
証明書の発行及び各課からの事務依頼等また住民
からの多様な相談窓口として地域住民の利便性を
図る。

1.84 人

H29正規職員
人件費

H２４年度～

期間 3.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

昭和 ６２ ～ 31,819千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人
①18,530件

②

③

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

84 81

84

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

住所異動の届出・印鑑登録関係の受付、住民票・印
鑑証明書・戸籍謄抄本等の交付、市税等の収納と証
明書の発行に加え、平成２８年度からは、個人番号
カードの交付及び変更事務が開始されるなど、様々
な窓口サービスに取り組んでいく。また、各課からの
依頼に基づく文書の取次を行うとともに住民からの
多様な相談窓口となって地域住民のニーズに対応し
ていく。

3.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 82 84

職員４名の内２名が替わったことにより、知識と経
験不足から目標値が達成できなかったものであ
る。

H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・同条例施行規則 7,773千円 7,635千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,663千円 7,476千円
①窓口受付取次件数

②

③

アンケート調査による窓口サービスの市民満足
度

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

職員の異動等により目標値には若
干届かなかったものの、概ね丁寧
で的確な窓口対応が行われている
と考えられる。新たな職員もスキル
アップと経験を積むことによって、地
域住民のニーズに答えられる窓口
サービスの向上に努めていきたい。

H29年度に改善した点

来所者が、不満なくスムーズに用件を済ませられ
るよう、丁寧で的確な窓口対応を心がける窓口
サービスの向上を目標とする。

対面している記載台の間にパーテーション
を設置したことにより、来所者のプライバ
シー保護を図るとともに申請書の案内チラ
シを掲示することで申請書の不備が少なく
なり、スムーズに申請を受けることができ
るようになった。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

全般的に事務量の密度が濃くなるととも
に、個々の職員のスキルアップが求めら
れる。今後も職員のスキルアップを図りな
がら、来所者が、不満なくスムーズに用件
を済ませられるよう、丁寧で的確な窓口
サービスの向上に努めていく。

所沢
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

一般窓口事務

根拠法令 H29予算現額

33,014千円

期間 2.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ６２年度～ 24,607千円 臨時職員 1.00 人

試行的に「公民館・コミュニティグループ」の週休
日を日曜日に設定してきたことの検証を行うほ
か、公民館事業のニーズを把握するために、利
用者へ意見を伺うアンケートの実施を行ったた
め、窓口サービスグループについては、アンケー
トの実施を行わなかった。

－

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

28,298千円 臨時職員 1.00 人

①19,440件

②1,000件

H29年度目標 H29実績 昨年、実施できなかった利用者アンケート
の実施を行い、利用者の満足度向上に努
める。
また、本庁との連携を密に行い、窓口業
務の更なる市民サービスの向上に努め
る。

住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本の交
付や市税の収納等の事務手続きや、各課からの依
頼に基づく各種文書の取り次ぎを行うとともに、住民
からの多様な相談窓口となって地域住民の利便性を
図る。地域コミュニティの醸成のため地域の自主的
な活動の支援をおこなう。

3.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 91

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

－

100

H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則 2,456千円 2,314千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,284千円 2,141千円
①諸証明等交付・収納・取次事
務(市民課等各課手続)

②住民からの各種相談等の受
付件数

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

事業の目標は、ほぼ達成している。
今後も職員間の情報共有や本庁と
の連携を密に行いながら、迅速・的
確・丁寧な対応に取り組んでいく。

H29年度に改善した点

住民満足度
「とてもよい」及び「よい」と回答を得た件数÷アン
ケート回答件数×１００
※H29年度未実施

マイナンバーカード交付等の際、タッチパ
ネルを使用し、市民に暗証番号入力依頼
をするため、個人情報の観点からも周囲
から見えないよう、タッチパネルに囲いを
した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

新所
沢東
まち
づくり
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

一般窓口事務

根拠法令



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　高橋　国弘

無 無

無 無

無 無

無 無

1.45 人
非常勤
特別職

H30年度目標

～ 12,303千円 臨時職員 600

臨時職員
①780

②557

③73

H29年度目標 H29実績 受験者を獲得するため、選ばれる公務員、選
ばれる所沢市、選ばれる職場として、不特定多
数の人に、公務員の良さ、所沢市という町の良
さ、働きやすさを伝えていくことが必要である。
また、受験者の伸びが期待できない中でも、市
が求める人材を確保し、雇用のミスマッチを防
ぐことが課題である。

H29その他職員
従事割合

600 548 民間企業等の人手不足が深刻化し、就職活動に
おいては売り手市場が続いている中、早期に企
業からの内定を得る学生が続出している。
所沢市においても、早期に優秀な人材を確保す
るため、平成29年度もハルサイ実施したが、好景
気も相まって、民間企業に流れる傾向は依然とし
て強いことが、目標値に及ばなかった理由と考え
られる。

600 557

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

2,630千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
一
般

H28予算現額

非常勤
特別職

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,769千円 2,298千円
①採用試験受験申込者数

②採用試験受験者数

③採用者数

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

昨今の経済情勢の中、採用事務に
おいて厳しい状況が続いているが、
前年度より実績を上げることがで
き、H29年度の目標は概ね達成で
きた。
特に、人物重視試験であるハルサ
イの受験者数を伸ばすことができ
たことは成果として評価できる点で
ある。
今後も、人手不足の状況等は続くも
のと見込まれ、選ばれる所沢市とし
て、効果的な採用情報の発信に努
めていく。

H29年度に改善した点

採用試験受験者数
所沢市が必要とする人材を確保することが目的と
なっていることから、人材の選択肢を広げるため
に、１次試験の受験者数を指標とした。

採用説明会のほかに、高校の職場見学会
への対応、大学等に出向くなど、採用情報
等の説明を行う機会の確保に努めた。
また、facebookに採用担当ページを開設
し、ＳＮＳによる情報発信を開始した。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

職員採用事務

根拠法令 H29予算現額

地方公務員法第１７条、所沢市職員任用規則 3,452千円

職員採用情報を積極的に周知し受験者を募り、第1
次～3次試験（筆記、集団討論、面接等）を行い、最
終合格者を決定する。
行政組織に必要とされる定員を確保するとともに、
所沢市が"選ばれる自治体"でありつづけるよう、市
民・団体・事業者と協働してまちづくりを推進するた
めに、人と人、人とまちをつなぐ力を持った人材を確
保する事を目的としている。

1.54 人

期間

13,206千円

H29正規職員
人件費

0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H12年度～ 2,715千円 臨時職員 0.00 人 36回

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

2,744千円 臨時職員 0.00 人
①３５回

②９７人

H29年度目標 H29実績

事業のさらなる周知と、相談しやすい環境
整備に努める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

職員の心身の健康の保持・増進のため、精神科医1
名及び精神保健福祉士2名に委嘱し、「こころの健康
相談」を実施する（月３回）。
相談を希望する場合には、職員課の保健師が予約
の窓口となり、電話や専用のメール等で受付をして
いる。

0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 36回 36回

精神科医の都合により実施が困難であった。36回 35回

H29決算額（見込み）

所沢市こころの健康相談設置要綱 1,320千円 1,320千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,320千円 1,320千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

相談者の多くは継続的に相談を受
けている職員であるが、定期的に
相談を受けることにより、相談者の
健康が保たれているように思われ
る。
今後も、職員への事業の周知と、
相談しやすい環境を整備していく必
要がある。

H29年度に改善した点

①実施回数

②相談者数（延べ人数）

実施回数
（月３回×12か月）

職員が相談しやすい環境を整備しておく必要があ
ることから、「こころの健康相談」の年間実施回数
とした。

相談者の急なキャンセルがあった場合、
保健師が直接声掛けをして、普段利用し
ていない職員にも利用してもらい、事業の
周知を図った。

H28年度目標 H28実績
職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

こころの健康相談事業

根拠法令 H29予算現額

期間

78%

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

期間 1.90 人
非常勤
特別職

H30年度目標

～ 16,122千円 臨時職員

72% 87.80%

18,008千円 臨時職員
①440日

②1,647人

③116人

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

75% 81.80%

7,815千円 7,219千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

市民のために創意工夫し自ら考え動き、また、組織
にとって有用な人材を育成・支援することを目的に、
「人材育成基本方針」、「職員研修計画」に則り、職
員研修を実施する。
【研修体系】
キャリアステージ研修、マイセルフ研修、派遣研修ほ
か自己啓発支援など

2.10 人
非常勤
特別職

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 780千円 7,389千円
①研修の実施日数

②終了者数（集合研修）

③修了者数（派遣職員）

職員の研修受講率

H29年度に改善した点

研修受講率の向上により、成長する職員が増加
するほか、学習する組織風土の醸成にも繋がる
ものと考えるため、研修の受講率を指標としてい
る。

①定員超の研修に対応するため、　実施回数を増
やし受入数を増やす対応をした。
②職員ニーズを把握するため、デスクネッツを使用
した研修アンケートを実施し、翌年度の計画に反映
させた。
③職員の経営感覚を養うため、体験型シミュレーショ
ンゲーム（SIM2030）を試験的に実施した。
④ほか、複数の研修内容を見直した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

時代変化に対応した研修を行うため、随
時改善に向けた見直しを行う。

H29目標値が未達成の理由・分析

目標達成

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値を達成しており、一定の成果
が挙げられていると考えるが、今後
ますます変化が厳しくなる社会情勢
に対応できる職員を育成するため
にも、効果的な研修を継続して実施
するとともに積極的に周知を図り、
受講率向上を目指したい。

H28年度目標 H28実績

H29年度目標 H29実績

H29決算額（見込み）

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

職員研修事業

根拠法令 H29予算現額

地方公務員法第39条

期間 0.44 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S63年度～ 3,733千円 臨時職員 0.00 人

①82施設

②590,411人

H29年度目標 H29実績
協議会への日高市加入に向けて準備を進
めている。同市の加入は様々な面におい
て協議会の機能拡充に資することから、
関係各市と連絡を密にし、必要となる事務
手続きを円滑に進めていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

590,411人

510,000人

H29目標値が未達成の理由・分析

0.93 人
非常勤
特別職

0.00 人 508,000人 593,652人

目標達成済509,000人

7,975千円 臨時職員

所沢市、飯能市、狭山市、入間市の４市で組織する
埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラン）に
ついて、構成市の連携・交流を深め、広域的な行政
課題への取組みを推進する。
具体的な取組み内容としては、公共施設の相互利
用や施設間のネットワーク化、交通網整備など、圏
域住民の利便性や交流を図る。また、イベント等に
より構成４市の連携を促進する。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 740千円 689千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 752千円 711千円

①相互利用施設数

②相互利用施設利用者数

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成しており、
圏域内での交流については継続的
な成果が得られている。
今後は、日高市を含めた５市にお
いて、さらなる交流の活性化を目指
し、取り組みを進めていく。

H29年度に改善した点

市民相互利用交流者数
（圏域施設相互利用者数＋交流事業参加者数）

公共施設の相互利用や圏域住民の交流を図るこ
とが当該事業の目的となっていることから、圏域
内の交流者数を指標とする。

各専門部会に対し、諸会議への日高市の
オブザーバー参加についての可能性調査
を実施した。専門部会においても日高市
の加入に向けた準備を進めることができ
た。

H28年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28実績経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

ダイアプラン推進事業

根拠法令
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有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

文書行政課長　菅原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

無 無

無 無

無 無

H29正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29予算現額

0.00 人

①2,154人

②2,154人

H29その他職員
従事割合

128時間

300時間

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

臨時職員

2,156千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

― ―

年末調整業務は、専門知識を必要とし、かつ短期間
で大量の処理を行う必要があり、給与担当者のみな
らず、全庁の庶務担当にも負担が係る業務であっ
た。そのため、申告書類の確認作業を専門業者に外
部委託し、業務の効率化及び精度向上を図ったもの
である。

2,206千円 0.00 人

臨時職員

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①対象者数

②処理件数

年末調整業務に要した時間根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

引き続き法令を遵守し、業務の効率化を
図っていくよう努めていく。

無 無Ｓ

業務委託化により、全庁で年末調
整業務に要していた時間を、委託
前の1,047時間から、128時間とする
ことが出来た。これは成果指標であ
る時間数を下回るものであり、十分
な成果が挙げられたものと考えて
いる。

H29年度に改善した点

H28年度目標 H28実績

H29年度目標 H29実績

300時間

専門業者への委託により、業務効率化を目的とし
ていることから、委託前に全庁で要していた時間
の7割程度減少させることを目標とした。

当該事業はＨ29年度から実施したもので
ある。

目標達成

目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

所得税法 2,984千円

2,885千円 臨時職員 0.00 人 100%

1,972千円 臨時職員 0.00 人 ①指名競争入札により例規シス
テム更新

②99%

③

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

期間 0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

本事業は、庁内での例規集の管理及び法令集の
閲覧をデータベースで行うことにより、職員の法規業
務の効率化を図るとともに、システムを通じて例規集
をインターネット上で公開することにより、市民への
情報提供を行い、行政サービスの向上につなげるも
のである。

0.23 人
非常勤
特別職

100%

H24～

0.00 人

例規システムの更新を終え、また、
更新前後のシステム稼働について
も安定していたため。

100%

H29年度に改善した点

①例規システム更新

②システム稼働率

③

引き続きデータの更新における期間短縮
及びシステムの安定した稼働を図る。

100% 99%

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,111千円 3,111千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

指名競争入札による例規システムの更新
により、年間費用の削減が図られた。

例規システムの更新に伴い、数時間程度サー
バーが不安定になったため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績

H29目標値が未達成の理由・分析H28年度目標 H28実績

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

H29決算額（見込み）

－ 3,400千円 3,316千円

システム稼働率
本事業は、職員の法規業務の効率化及び市民へ
の情報提供を目的としているため、安定したシス
テムの稼働が必要である。

文書
行政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

例規システム運用管
理委託事業

根拠法令 H29予算現額

最優先

H30年度目標

昭和63年～ 8,485千円 臨時職員 0.00 人 100%

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

8,146千円 臨時職員 0.00 人

①66件
②65件
③1件

H29年度目標 H29実績 計画期間の各年度の取組の実施状況を
評価する指標を明確化し、ＰＤＣＡサイク
ルを回すことで業務システムの導入効果
を継続的に改善する。また業務システム
の導入効果を継続的に改善できるような
仕組みとしていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

当市のＩＣＴを推進していくうえで、全庁的に最適なシ
ステムの導入・運用を図るための具体的な行動計画
として、「所沢市ICT推進アクションプラン2015-2018」
を策定している。
また、アクションプランの進捗状況について検討する
ための調査及び評価を行っている。

0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 93% 98.5%

おおむね目標達成
「C（改善の余地あり）評価」１件
計画時期に関して改善の余地あり。

100% 98.5%

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

「適切」と「おおむね適切」を合わせ
ると65件で、全体の98.5％を占めて
いる。このため平成29年度における
ICT推進アクションプランへの取り
組みは、おおむね順調に行われた
と考えられる。

H29年度に改善した点

「所沢市ICT推進アクションプラ
ン2015-2018」
①アクションプラン掲載事業
②適切・おおむね適切事業
③改善の余地あり・見直し事業

ICT推進アクションプランにおける進捗状況率
（適切＋おおむね適切）事業数/総事業数

「所沢市ICT推進アクションプラン2015-2018」の
平成29年度における各システムの進捗状況を評
価するものである。
各所属での評価を当課で検証したものである。

平成26年度に策定された「所沢市ＩＣＴ推
進アクションプラン2015-2018」に基づき、
業務システムの各年度の取組における実
施状況を評価する指標を明確化し、ＰＤＣ
Ａサイクルを回すことで業務システムの導
入効果を継続的に改善した。H28年度目標 H28実績

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

行政情報化推進事業

根拠法令 H29予算現額

期間

H28決算額 指標名

年末調整業務委託事
業

7,552千円 臨時職員 0.55 人 70%

H29決算額（見込み）

1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

0千円

期間 0.26 人

H29年度～

H29その他職員
従事割合

60% 33.78%

期間 0.89 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S61年度～

非常勤
特別職

0.00 人 50% 40.50%

7,632千円 臨時職員 0.55 人

①33.78% （申請数 50所属）

②62%

H29年度目標 H29実績

10,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,000千円 12,000千円

①職場厚生活動交付金の
　 申請割合

②予算執行率

職場厚生活動交付金の申請割合
（申請所属数／全所属）

H29年度に改善した点

職場厚生活動交付金は、職場で主催し、概ね半数以
上の職員が参加し実施した厚生活動に対し交付を行っ
ていることから、申請所属数の割合を指標とした。目標
値としては、前年度を上回ることを目標としたい。

職員のメンタルヘルス対策が重要となって
いる中で、職員の心身の健康増進を目的
にセルフケア事業として、「美味しい紅茶
の淹れ方講座」を新たに実施した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

市の交付金縮減に対して、公費負担の伴
わない、また、多くの職員が利用できる福
利厚生事業の実施に努めていく。今後に
ついても、正規職員、臨時的任用職員の
区別なく利用できる事業を検討していく。

申請のあった所属の数は前年度よりやや減少し
た。引き続き、交付対象となる具体的な厚生活動
の周知に努める必要がある。

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額 指標名

福利厚生委員会事務

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

個人給付事業の縮小を図りつつ、
所属などの団体への給付を増やす
ようにシフトすることで、市民の理解
が得やすい事業運営としていく。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

地方公務員法第42条、所沢市職員福利厚生委員会規則

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

10,000千円

福利厚生委員会は、市の部長職、職員団体の推薦
する職員で構成され、職員の保健、元気回復その他
厚生に関する事業について検討し、事業計画を決定
している。委員会での決定を受け事業を実施してい
る。

0.89 人

H29正規職員
人件費



第８章　行財政運営  第１節　行政経営

有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

無 無

無 無

無 無

無 無

H28決算額

5,148千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合ＩＴ推

進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

7,399千円

使用開始から６年が経過し動作の遅延や故障が発
生しているパソコンの更新を行う。さらに臨時職員の
増員などで、業務上パソコンの増設が必要なため、
更新に際して増設を行う。

0.48 人

期間

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H２５年度～ 3,055千円

0.36 人

H29年度目標

平成25年～

所沢市サーバ集約化事業計画に基づき、各業務シ
ステムサーバのリース期間満了に合わせ、順次サー
バを集約化し、運用等における総経費及び電力の削
減や運用の効率化を行う。

0.38 人
非常勤
特別職

H29実績

0.00 人 4 4

2 2

61,952千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

①9,367千円
②187,405千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3,259千円

H28年度目標 H28実績

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 26,823千円 26,795千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,930千円 25,930千円

①平成29年度分削減経費
②導入時（平成25年度）からの
累積削減経費

各業務システム集約数

目標設定の考え方・根拠

A

所沢市サーバ集約化事業計画に掲
げるシステムについては概ね順調
に仮想化基盤に移行することがで
きた。

H29年度に改善した点

出来る限り多くのサーバを仮想化基盤に載せることに
より、業務の効率化が図れるため、システム集約化数
を指標とする。
目標値は、所沢市サーバ集約化事業計画や各所属の
要望等に基づき設定している。

仮想基盤ディスクの容量を効率的に活用
するため、保存データの圧縮や、システム
上の設定変更等を行い、使用可能領域を
増やした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

引き続き、システム更改に合わせてサー
バ仮想化を進める。
また、平成31年度に予定している仮想基
盤更改に向けて準備を進める。

100%

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

サーバ集約化事業

期間 0.58 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成15年～ 4,921千円 臨時職員 0.00 人

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100% 100%

情報資産に関する脅威や対処方法等を研修などか
ら職員一人ひとりに理解してもらい、セキュリティ意
識を向上させる。また、情報セキュリティ監査を行い
（平成28年度から）、セキュリティレベルの向上を図
る。

0.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%

5,402千円 臨時職員 0.00 人

①6システム
②14件
③25件

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

情報セキュリティ監査
①監査対象システム
②指摘事項
③観察事項

フォローアップ監査による指摘事項、観察事項の
改善率
(指摘事項＋観察事項)改善件数/(指摘事項＋観
察事項)件数

目標設定の考え方・根拠

A

平成29年度は6システムにおいて情
報セキュリティ監査を実施した。そ
の結果、被監査部門における情報
セキュリティ対策への取り組みにつ
いて、概ね適切に実行されているこ
とが確認できた。しかしながら、被
監査部門における情報セキュリティ
対策への取り組みについて、指摘
事項14件・観察事項25件が確認さ
れた。被監査部門には、これらの改
善対応を依頼するとともに、その後
フォローアップ監査を実施した結果
100%の改善率であった。

H29年度に改善した点

平成29年度において継続して情報セキュリティ監
査を実施し、各システムにおける指摘事項、観察
事項について改善を依頼し、その翌年度にフォ
ローアップ監査を実施し適切に改善されているか
を確認するものである。

情報セキュリティ監査基本計画に基づく実
施計画を策定し対象システムの監査を実
施し、その後、フォローアップ監査を実施
した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

継続して情報セキュリティ監査及びフォ
ローアップ監査を実施することで「所沢市
情報セキュリティポリシー」や各実施手順
等について、遵守状況の確認及び周知・
徹底を行っていく。

目標達成済

100

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

情報セキュリティ対策
推進事業

期間 1.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

平成8年～ 11,709千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

11,748千円 臨時職員 0.00 人

①574回

②5.67分

H29年度目標 H29実績 引き続き安定的なネットワーク運用を行っ
ていく。また、システム更改の際などにネッ
トワークへ負荷がかからないよう配慮す
る。
平成31年度に予定している全庁ネット
ワーク更改に向けて準備を進める。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29目標値が未達成の理由・分析

年間を通して、全庁ネットワークの安定的な運用管
理を行うため、ネットワークの監視やネットワーク機
器、ネットワーク上のサーバ機器等の障害対応な
ど、常駐ＳＥと連携しネットワーク全体の運用保守を
迅速かつ的確に行う。

1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 100

目標達成済100 100

20,043千円 19,658千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,696千円 19,570千円

①運用支援

②復旧所要時間

指標名H28決算額 目標設定の考え方・根拠

A

安定的な運用を行うことができ、目
標を達成することができたため。

H29年度に改善した点

全庁ネットワークの正常稼働率

全庁ネットワークの安定的な運用が目的であるた
め、稼働率を指標とする。目標値はネットワーク
が停止しないことを目標とするため100％とする。
なお、天災や使用者による人災等に起因するネッ
トワーク停止は除く。

出先機関へ修正プログラムの配信を行う
際にネットワークの帯域を圧迫しないよう
分散して配信できるよう設定変更した。

H28年度目標

H29決算額（見込み）

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

全庁ネットワーク運用
管理事業

根拠法令 H29予算現額

特になし

目標設定の考え方・根拠

A

概ね目標を達成することができたた
め。

H29年度に改善した点

パソコンの更新率
（更新台数+増設配付台数）/（更新対象台数+増
設要望台数）

更新対象端末及び各所属からの端末増設要望を
もとに、パソコンを配付するものである。 Office2007のサポート終了に伴い、対象

端末の入れ替えを実施した。

H28年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

92%

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,356千円 2,319千円

①パソコンの調達
特になし

概ね目標達成済
引き続き要望台数を配付するように対応する。

臨時職員 0.00 人

①240台

H29年度目標 H29実績

臨時職員 0.00 人 100%

非常勤
特別職

H28実績

業務の多様化やセキュリティ強化に伴い、
各所属よりパソコンの増設要望が多くあげ
られるため、引き続き調整を行う。
また、Windows7のサポ―ト終了に伴う対
応を行っていく。

H29その他職員
従事割合

100% 92%

H29目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人 100%

0.00 人 H30年度目標

全庁ネットワークパソ
コン整備事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

H29正規職員
人件費

4,116千円

指標名
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有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

無 無

無 無

15,782千円 臨時職員 2.00 人 11,500

5.10 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

11,446

期間 1.86 人
非常勤
特別職

H30年度目標

平成28年度～

7,500

平成28年度の開設年度の実績(9か月間)から平
成29年度の目標を設定したため、結果的に未達
成となったと考える。

12,000

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 1.58 人

①11,446件

②11,316件

H29年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 37,854千円 33,898千円

①旅券申請件数

②旅券交付件数

パスポートの申請交付が事業の目的となっている
ため申請件数を指標とする。

平成30年3月5日に所沢駅東口駅ビルに
事務所を移転をし、鉄道利用者の利便性
は向上した。

H28年度目標

9,178

H29実績

日頃の業務を通して、常に問題点・改善
策を見出すとともに、必要に応じて県と協
議を行っていく

無

H29年度に改善した点

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

パスポート申請件数

指標名

所沢市パスポートセン
ター事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値に対し実績は9
割を超えており、ほぼ達成している
と考える。また、旅券事務について
も法令に基づき適正に行っている。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

旅券法 24,177千円

H28予算現額

24,532千円

埼玉県よりパスポートの申請交付について権限を移
譲されたことに伴い、平成28年7月にパスポートセン
ターを開設し、所沢市に在住する人を対象にパス
ポートの申請交付を行う。

2.50 人

21,438千円

H28決算額

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

平成27年度～ 43,274千円 臨時職員 6.00 人 12,000

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

62,169千円 臨時職員 6.00 人
①8,473件

②7,998件

③7,743件

H29年度目標 H29実績
個人番号カードの申請手続の煩雑さを解
消し交付枚数を増加させるため、申請補
助を各まちづくりセンターで行うとともに、
更なる申請件数の増加につながる方法等
について検討する。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

税分野・社会保障分野・災害時における手続きに必
要な個人番号と本人確認が1枚でできる書類として、
希望する市民に対し個人番号カードの交付を行うも
のであり、運用の始まっているコンビニエンスストア
における証明書交付サービスなど市民サービスの向
上に寄与する。

7.25 人
非常勤
特別職

12,000 24,535

12,000 7,998

H29決算額（見込み）

番号法、住民基本台帳法 90,456千円 46,721千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 165,071千円 99,953千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市民課においてタブレット申請を利
用した申請補助を行っていることに
より、個人番号カードの申請件数は
少しづつ伸びている。

H29年度に改善した点

①個人番号カード申請件数

②個人番号カード交付件数

③個人番号カード受領枚数

個人番号カード交付枚数
個人番号カードの交付が事業の目的となってい
るため交付枚数を指標とする。

受け取りに来ない者に対する勧奨通知に
受け取りの期限を記載することにより、早
急の受け取りを促した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

平成28年1月から交付が始まり、平成28年度は
月平均2,000枚の交付実績があったが、平成29年
度は月平均660枚ほどであった。個人番号カード
の申請手続の煩雑さに加え、取得の利便性が広
がらないことが要因であると考える。

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

個人番号カード交付
事業

根拠法令 H29予算現額

期間

H28決算額 指標名

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

システムの改修は、国の動向に合
わせ実施しており、平成30年3月に
急遽必要となったシステムのレベル
アップも対応した。

H29年度に改善した点

0千円

システム改修
システムの改修率

住民票等への旧姓の併記を可能とするようシス
テムを改修することが目的となってるため改修率
を指標とする。

0千円

平成２９年度からの新規事業のため、特
になし。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

8,422千円 8,422千円

H28年度目標 H28実績
住民記録システム等
改修事業

根拠法令

社会保障・税番号制度システム整備費補助金（マイナン
バーカード等の記載事項の充実に係るものに限る。）交付

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

誰もが活躍できる一億総活躍社会、特に女性一人ひ
とりが希望を持って活躍できる社会を創出するため、
具体的取組として、希望に応じて住民票やマイナン
バーカード等への旧姓の併記等を可能とするよう、
国の補助金を活用し、既存住記システム等を一部改
修した。（国補助：補助率10/10）

0.00 人
非常勤
特別職

H29目標値が未達成の理由・分析

- -

目標達成済

H29年度目標 H29実績

100% 100%

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員

委託契約に基づき、改修を実施

平成30年度も補助金交付が決まったた
め、引き続きシステムの改修を実施する。
また、旧姓併記の時期について、関係法
令等の改正の動向を注視していくととも
に、運用方針等作成していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.15 人
非常勤
特別職

期間 H30年度目標

平成29年度～ 1,273千円 臨時職員 100%

無

市民
税課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 指標名

H29決算額（見込み）

市税条例 12,768千円 12,600千円

目標設定の考え方・根拠

B

サービス開始は2か月遅れたもの
の、開始後はコンビニ交付サービス
の円滑な実施がなされた。
今後も適切な課税証明の交付に努
める。

H29年度に改善した点

①課税証明書の交付枚数

②市外での交付枚数

③市役所窓口営業時間外の交
付枚数

コンビニ等での課税証明書の交付枚数

交付希望者の利便性向上を示す数値として、交
付枚数を用いている。なお、目標数値は他市町
村の実績を参考にし、交付枚数(約60,000枚）の
4%程度とした。

H29年度（平成30年2月）にサービスを開
始した。

- -
無 無

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

課税証明書をコンビニ等に設置されているキオスク
端末で取得できるようにした。
土日祝日も含めた6：30～23：00の間、全国の店舗で
交付を受けられるようにし、住民の利便性の向上を
図った。

課税証明書は、ビザの更新や公営住宅の入
居・更新手続に加え、近年では高校への就学
援助申請等でも必要となり、その需要は情報
連携が進展するまで増加すると見込まれる。
今後は本事業の周知に努め、窓口業務を補完
できるよう育て上げる必要がある。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

①50枚

②11枚

③22枚

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

サービス開始が2か月繰り下がり、平成30年2月
からとなったことと、サービスの利用に必要な個
人番号カードの普及が進んでいないため。

平成29年度～ 1,952千円

0千円 臨時職員 0.00 人 H29実績

臨時職員 0.00 人 2400

800

H29年度目標

50

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

税証明コンビニ交付
サービス事業

根拠法令 H29予算現額
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有害
な
もの

有益
な
もの

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

無 無

期間 0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H28年度～ 4,030 千円 臨時職員 0.00 人

【目的】校務に係る文書の作成や管理等をサ
ポートする校務支援システムにより、教育環境
の質の向上、業務の効率化を図る。

【内容】当システムにより、小・中学校の全児童
生徒の個人情報、成績等を基盤とした教務、生
徒指導、庶務などをサポートする。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

　書式が統一され、通知表や指導
要録の作成、転入・転出の事務な
ど、これまで以上に効率的になり、
教員の事務負担が軽減され、子ど
もたちと向き合う時間が増えた。
　システムで一括してデータ管理が
できるため、出席統計のための出
席簿の集計作業や長期欠席調査
報告のための集計作業がなくなり、
担任の事務負担が軽減された。

H29年度目標 H29実績

742,884

-

①　742,884件
700,000

H29その他職員
従事割合

700,000

768,060

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29年度に改善した点H28予算現額 H28決算額

　校務支援システム活用研修会の回数を
4回に精選しヘルプデスク活用を推進し
た。

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,547 19,547

①アクセス回数合計
校務支援システム利用数

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　基本操作から通知表作成等の目的を明
確にした研修の継続実施、元号変更によ
る様式変更等への対応を適宜実施してい
く。

無 無

目標設定の考え方・根拠

A

19,547 19,547

小・中学校校務支援システム利用数

4,763千円

2,000a

目標達成済

0.55 人
非常勤
特別職

- 700,000

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

小・中学校校務支援シ
ステム運用事業

臨時職員

H29正規職員
人件費

-

期間
非常勤
特別職

H30年度目標

Ｈ２７年度～ 0千円 臨時職員

1,870a

0千円 臨時職員
①4769a

②

③

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

1,900a 1,628a

605千円

事業の具体的な目的及び内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

　農業振興地域整備計画等に関する事務を適正か
つ迅速に行うため、農地基本台帳、地図情報を備え
た農地情報システムを導入した。また、このシステム
を利用し農地の利用集積等を進めていく。

非常勤
特別職

627千円 616千円
①農地利用集積化面積

②

③

農用地利用集積に係る面積

農地情報システム導
入事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

特になし 627千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

今後は、さらに農地情報システムを活用
し、新たな貸借を希望する農家の掘り起し
を行い、農用地利用集積を進めていくと共
にその他の業務に活用していく。また、
フェーズ２の運用開始に向けて準備を進
めていく。

H29目標値が未達成の理由・分析

平成２９年度は新規の利用権設定面積が減少し
てしまったものの、累計の面積では3,776aから
4,769aへと順調に増加しており、システムの導入
による利用集積が滞っているわけではない。

有 有

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

新規の利用権設定面積としては減
少した。

H29年度に改善した点

H28年度目標 H28実績

農地情報システムを利用することで、農業委員会
の持つ貸借情報と農業振興課が持つ貸借情報を
有機的に連携させ、集約化を進めていくことが目
標設定の考え方である。

平成２９年度は新規就農者が多かったた
め、新規就農者向けの貸借が多かった。
この貸借に向けて、システムを有効に活
用できた。

H29年度目標 H29実績

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

個人番号制度対応事
業（障害者福祉システ
ム改修事業）

根拠法令 H29予算現額

福祉総合システムを個人番号制度に対応させるため
のシステム改修を行う。

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,439千円 1,353千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H29目標値が未達成の理由・分析
A

期日までにシステム改修が完了し、
正常に稼働している。

H29年度に改善した点

①個人番号制度対応事業（障害
者福祉システム改修事業）
②
③

年度内にシステム改修を完了する
法改正にともなうシステム改修であるため、年度
内に事業を完了する必要がある。

なし

-

なし

H28実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H29決算額（見込み）

行政手続きにおける特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律

非常勤
特別職

0.00 人 -

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標

目標達成済

H26年度～H29年度 2,715千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人
①個人番号制度対応事業（障害
者福祉システム改修事業）を
行った。
②
③

H29実績

臨時職員 0.00 人 -

年度内にシステム改修
を完了する

年度内にシステム改修
を完了した

期間 0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標


